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実施日  視察先  視  察  項  目  備考  

５月 11 日  
北海道  

函館市  
 ･行財政改革プラン２０１２  

 

５月 12 日  
青森県  

青森市  
 ･青森市総合戦略  

 

５月 13 日  
青森県  

弘前市  

 ･津 軽 地 域 ４ 消 防 本 部 の 広 域 化 に つ

いて  

 

 

 

視察先  項   目  調査内容  

函館市   行 財 政 改 革

プ ラ ン ２ ０

１２ついて 

 函 館 市 に お い て ， 行 財 政 改 革 プ ラ ン ２ ０

１ ２ の 策 定 に 至 っ た 経 緯 や 特 徴 に つ い て 調

査を行った。  

 函 館 市 の 人 口 は 昭 和 ５ ５ 年 を ピ ー ク に 減

少 傾 向 に あ り ， こ の ３ ０ 年 で 約 ６ 万 ６ 千 人

減少している。  

 働 き 手 の 減 少 に よ る 税 収 の 減 少 ， 人 口 減

に よ る 地 方 交 付 税 の 減 少 ， 社 会 保 障 関 係 経

費 の 増 大 な ど ， 平 成 ９ 年 以 降 は 毎 年 財 源 不

足 が 生 じ ， 基 金 の 取 り 崩 し や 退 職 手 当 債 に

依 存 し た 赤 字 体 質 の 財 政 構 造 と な っ て い た

ことが背景にある。  

 プ ラ ン の 概 要 は ， 職 員 数 の 削 減 を 柱 と し

た 行 財 政 改 革 か ら 事 業 の 見 直 し も 含 め た 総

合 的 な 対 策 で ， 計 画 期 間 を 平 成 ２ ４ 年 度 か

ら平成２８年度までの５年間としている。  

 対 象 範 囲 は 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 と し ，

目 標 を 「 基 金 の 取 り 崩 し な ど に 依 存 し な い

財政運営を確立すること」としている。  

 具 体 的 に 取 り 組 ん だ 項 目 は 以 下 の 通 り で

あ る が ， 特 徴 と し て は 一 つ と し て ， 市 役 所

の 意 識 改 革 ， 二 つ と し て 選 択 と 集 中 に よ る
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財政改革にある。  

 具 体 項 目 で 言 う と 意 思 形 成 過 程 の 責 任 の

所 在 化 の 明 確 化 を 進 め る た め ， 内 部 仕 分 け

や 会 議 要 旨 ， 外 部 団 体 と の 交 渉 概 要 の 公 表

を 項 目 に 加 え ， 情 報 の 見 え る 化 や 共 有 を 図

っ て い る こ と 。 ま た ， 選 択 と 集 中 に よ る 財

政 改 革 の 取 り 組 み 項 目 と し て ， 反 対 意 見 も

予 測 さ れ る 具 体 項 目 が 明 記 さ れ て い る こ と

が特徴であるとも言える。  

 例 え ば 消 防 組 織 の 見 直 し ， 学 校 の 統 廃

合 ， 海 水 浴 場 や ス ケ ー ト 場 の あ り 方 ， 補 助

金 の 見 直 し や 施 設 統 合 な ど が そ の 一 例 で あ

る。  

 こ れ ま で の 取 り 組 み の 成 果 と し て は ， 財

政 状 況 な ど の 職 員 説 明 会 の 開 催 ， 保 育 園 の

民 営 化 ， 給 食 調 理 業 務 委 託 の 拡 大 ， 中 学 校

３ 校 を １ 校 に 統 合 し た こ と ， 海 水 浴 場 の 廃

止 ， 社 会 福 祉 施 設 整 備 補 助 金 の 廃 止 な ど が

実施されている。  

 ２ ８ 年 度 当 初 予 算 を ２ ４ 年 度 予 算 と 比 較

し て ， 目 標 額 に は 到 達 し な か っ た も の の ，

１ ４ 億 円 余 り の 効 果 が あ り ， 今 年 度 は 基 金

を 取 り 崩 さ ず に 予 算 を 編 成 で き た と の こ と

で ， 現 在 は 新 た な プ ラ ン 策 定 に 向 け て 動 い

ているとのことである。  

青 森 市 総 合

戦 略 に つ い

て  

 青 森 市 で は 青 森 市 総 合 戦 略 に つ い て ， そ

の 策 定 の 経 緯 や 主 な 取 り 組 み ， 成 果 ， 今 後

の課題などについて調査を行った。  

 青 森 市 は 平 成 １ ７ 年 に 合 併 で 人 口 が ３ ０

万 人 を 超 え る 都 市 と な っ た が ， 現 在 は 約 ２

９万人と減少傾向となっている。  

 今 回 の 調 査 項 目 で あ る 地 方 版 人 口 ビ ジ ョ
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ン ・ 総 合 戦 略 は ， 国 か ら 自 治 体 に 策 定 が 求

め ら れ て い る が ， 青 森 市 で は 以 前 よ り ，

「 青 森 市 成 長 戦 略 本 部 」 を 設 置 し ， 調 査 ・

研究を進めていたとのこと。  

 策 定 に 当 た っ た 組 織 体 制 と し て は ， 市

長 ・ 部 長 か ら な る 「 成 長 戦 略 本 部 」 の 下

に ， 研 究 テ ー マ の 調 査 ， 研 究 ， 対 応 策 の 方

向 性 を 検 討 す る 「 成 長 戦 略 研 究 セ ン タ ー 」

を 設 け ， そ の 取 り ま と め や 方 向 性 を 事 業 化

す る 機 関 と し て 「 庁 内 ワ ー キ ン グ 」 を 設 置

しているとのことである。  

 策 定 に 当 た っ て は ， 専 門 的 な 計 算 な ど が

必 要 に な る の で ， 通 常 は 「 シ ン ク タ ン ク な

ど に 委 託 す る こ と が 多 い 」 と の こ と だ が ，

青 森 市 で は ， 庁 内 で 公 募 し た 若 手 職 員 も 参

加 し ， そ の 活 動 を バ ッ ク ア ッ プ す る 目 的 で

外 部 の 専 門 員 を ア ド バ イ ザ ー と し て 加 え ，

作業が行われたことが特徴的である。  

 人 口 ビ ジ ョ ン の 対 象 期 間 は 平 成 １ １ ２ 年

ま で 。 総 合 戦 略 は 平 成 ２ ７ 年 度 か ら 平 成 ３

１年度までの５年間を期間としている。  

 推 計 に よ る と ， 青 森 市 は 平 成 ５ ７ 年 に は

２ ０ 万 人 を ， 平 成 ９ ７ 年 に は １ ０ 万 人 ， 平

成 １ １ ２ 年 に は 約 ７ 万 ５ 千 人 ま で 減 少 し て

いくと予測されている。  

 そ こ で ， 総 合 戦 略 で は ３ 分 野 ８ つ の 基 本

目 標 ， ４ ４ の 施 策 を 設 定 し ，「 人 口 増 加 」

で は な く ，「 人 口 を 維 持 す る 」 こ と に 主 眼

を 置 い て 目 標 を 立 て て い る 。 平 成 ８ ７ 年 以

降 の 人 口 を 約 １ ８ 万 ５ 千 人 で 安 定 す る こ と

が目標となっている。  

 主 な 内 容 と し て は ， 社 会 減 対 策 と し て 総
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人 口 一 人 当 た り の 所 得 を ２ ７ ０ 万 円 と す る

「 移 住 ・ 定 住 を 支 え る 青 森 市 な ら で は の し

ご と づ く り 」， 青 森 市 に 住 み 続 け た い 人 の

割 合 を ７ ０ ％ と す る 「 ふ る さ と 青 森 市 へ の

誇 り と 愛 着 を 持 つ 人 材 育 成 」， 自 然 減 対 策

と し て ， 合 計 特 殊 出 生 率 の 目 標 を １ ． ５ ３

と す る 「 結 婚 ・ 出 産 ・ 子 育 て の 希 望 が か な

う 環 境 づ く り 」， 人 口 減 少 社 会 へ の 適 応 策

と し て ， 町 会 加 入 率 ７ １ ． ６ ％ 維 持 を 目 標

と す る 「 誰 も が 住 み 慣 れ た 地 域 で 安 心 し て

暮 ら せ る 環 境 の 整 備 」， 住 民 の 住 み や す さ

の評価の目標を 65％とする「安全・安心で

快 適 な 魅 力 あ る ま ち づ く り 」 な ど が 挙 げ ら

れている。  

弘前市  津 軽 地 域 ４

消 防 本 部 の

広 域 化 に つ

いて  

 平 成 ２ ５ 年 に 弘 前 市 を 含 め ， ８ 市 町 村 の

消 防 本 部 が 統 合 し ， 消 防 の 広 域 化 を 実 施 し

て い る 。 消 防 の 広 域 化 後 の 実 態 と 統 合 の 課

題について調査を行った。  

 広 域 化 は ， 平 成 １ ８ 年 の 法 改 正 に よ り ，

平 成 ２ ０ 年 に 県 の 消 防 広 域 化 推 進 計 画 が 策

定 さ れ た こ と に 基 づ き ， 平 成 ２ ２ 年 ８ 月 に

は 津 軽 地 域 消 防 広 域 化 推 進 協 議 会 を 設 置

し ， 下 部 組 織 と し て 幹 事 会 ， 専 門 部 会 ， 分

科会を設け協議が行われた。  

 そ の 後 ， 津 軽 地 域 消 防 広 域 化 運 営 計 画 を

策 定 し ， ３ ４ 項 目 の 協 議 事 項 を 提 示 。 さ ら

に 細 分 化 し ， １ ２ ３ も の 項 目 に つ い て 協 議

を重ね，平成２５年に発足している。  

 広 域 化 の 効 果 に つ い て は ， 例 え ば 「 市 町

村 の 垣 根 な く ， 最 寄 り の 署 か ら 出 動 す る の

で ， 到 着 時 間 が 短 縮 さ れ た 」，「 消 防 団 員 へ

も メ ー ル で 通 知 さ れ る た め ， 消 防 団 の 初 動
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体 制 が 充 実 す る な ど の 効 果 が 現 れ て い る 」，

「 ８ 市 町 村 で 経 費 を 負 担 す る こ と で 運 営 経

費 の 削 減 が で き ， 整 備 事 業 に 有 利 な 緊 急 防

災 ・ 減 災 事 業 債 を 活 用 で き る 」，「 ４ 消 防 本

部 が １ つ に な っ た こ と で 本 部 の 余 剰 要 員 を

現 場 活 動 要 員 に 増 強 で き た こ と で ， 長 期 研

修 の 派 遣 が 可 能 に な っ た 」，「 高 機 能 消 防 指

令 セ ン タ ー 整 備 経 費 の 削 減 や 車 両 整 備 な ど

の 補 助 金 ， 起 債 な ど 有 利 な 財 源 を 活 用 で き

た」などの効果が挙げられている。  

 な お ， 統 合 に 伴 う 庁 舎 の 看 板 の 変 更 や 車

両 の 名 称 の ペ イ ン ト 変 更 ， 被 服 の 統 一 な ど

イ ニ シ ャ ル コ ス ト の ２ 分 の １ が 国 か ら 補 助

されているとのこと。  

 一 方 ， 課 題 と し て は 広 域 化 を 契 機 に 消 防

団 事 務 を 関 係 市 町 村 の 部 局 へ 移 管 し た こ と

で ， 団 員 ， 市 町 村 職 員 に 少 し 混 乱 が あ り ，

両 者 の 顔 の 見 え る 関 係 づ く り が 必 要 と 感 じ

て い る こ と 。 ま た ， 統 合 時 に ５ 年 を 目 途 に

見 直 し を す る こ と と し て い る 負 担 金 の 按 分

方 法 ， 署 所 の 配 置 人 員 ， 定 数 条 例 等 の 協 議

があるとのこと。  

 そ の ほ か 老 朽 化 し た 署 所 の 適 正 移 設 ， 建

て か え や 署 所 の 統 合 も 検 討 し て い く と の こ

とであった。  

 


